
令和 3年 (行 夕)第 5号

石垣市平得大俣地域への陸上自衛隊酉己備計画の賛否を開う住民投票において投票す

ることができる地位にあることの確認請求事件

原 告  金城龍太郎 外 2名

被 告  石 垣 市

準備書面 1

令和 3年 8月 31回

那朝地方裁判所民事第 2部合議 A係 御 中

被告訴訟代理人

弁護士 伊 東   幸 太 趨
同   吉   本

同   中   村   政

第 1 訴状記載請求の原因に対する認否及び反論

1 周 1 当事若  について

記める。

2 同 2 住民投票実施を求める直接講求 について

第 1段落は認 める。

第 2段落は否認する。市長は,原告 らからの請求を受けて,地方 自治濃に基

づき,住民投票条例を市議会に諮ったものの,平成 31年 2月 の石垣市議会で ,

否決 された。

3 同 3 石垣市 自治基本条例 23条 の規定及ぴ「逐条解説」の有権解釈 につい
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て

第 1段落,第 2段落は認める。

第 3段落については ,「有権解釈」として拘束力を持つものではないが,当 時

の石垣市の解釈指針を示 したものであるc

第 4段藩 (4ページ 9行 日まで)の うち,逐粂解説か らの引用部分について

は認めうが,最後の一文は否認する。本件 自治基本条例 28条 1項及び 4項は

市長の住民投票の実施義務を課 した権利創設規定ではないg

第 5段落は否認 し争 う。市長には,議会に付饒 し否決 した場合であっても住

民投票を実施 しなければならない義務はない。

4 同4 憲法 92条,籟携 94条に適含する解釈が必要なこと について

否認し争 う。本件自治基本条例 28条 4項における住民投票の実施にあたっ

て個別の住民投粟実施条例を必要 と解することは憲法ほ適合 しない解釈であ

るということはない。

5 同 5 制定過程及び立法経織からして個別の住民投票条例の制定を要しない

こと について

否認し争 う。原告らは,本件自治基本条例 28条 1項及び 4項の解釈として ,

市長に射 し住民投票の実施義務を課す権利宕ほ設規定だと主張するが,解釈 とし

て誤っている。市民からの署名を受けて市長が住民投票を実施するには個別の

住民投票条例の制定が必要である。

6 同 6 市長らの答弁においても権利創設規定であることを明白に認めている

こと について

否認 し争 う。原告らは,新開記事 (甲 9)や平成 30年市議会定例会での質

戸H弓 (甲 10)を 引き合いに出して,市や市長が,住民投票条例の常」定を要せず

規則で対応可能であると解していると述べ,本件 自治基本条例 28条 1項及び

途項が権禾11創設規定であることを主張する。また付 [x市して,必要な経・費につい

ても原案執行が可能だと主張する。 しかし,いずれについても,ヨ涙つた解釈であ
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り,本件自治基本条例の解釈として]個別の住民投票条例の制定なくして住民

投票を実施することはできない。

7 同 7 本件自治基本条例の条文間の整合的解邦沢からしても権利創設規定であ

ること について

否認 し争 う。原告らは,本件 自治基本条ケl128条 4項が「条例」ではなく「所

定の手続きどという文書を大見定していることや同42粂 3項が「必要な事項は

別で定めるJと 規定していることなどを指して,同 28条 1硬及び 4項が権斥ll

倉H設規定であると主張するが,こ れも誤つた解釈である。

3 同 8 結詔 について

争 う。

第 2 被告の主張

1 本件に先立ちァ貴庁令和元年 (行 ウ)第 14号 ,第 15号石垣市平得大俣地

域への陸上自衛隊配備計画の賛否を問う住民投票実施義務付け等請求事件 (以

下,「前訴一審判決Jと いう。)(乙 1).福 岡高等裁判所令和 2年 (行ヨ)第 3

号住民投票実施義務付け等請求控訴事件 (以下,「前訴控訴審判決Jと いうc)

(乙 2)が あった。

原告らの本件提訴は上記事件の蒸 し返しに過ぎない。上記各判決は,処分性

を欠くとの判断により,訴訟要件を欠くとして却下された。原告らは,前訴で

住民投票の実施義務付けが訴訟の対象にならないと判断されたことにより,本

件では,住民投票できる地位の確認を求めているが,これはまさに同一の事件

について再度審理を求めるものであり維訴というべきものである。

2 行政事件訴訟法 4条の実質的当事者訴訟として確認訴訟を行 うのであれば ,

確認の訴えの利益のうち紛争の現実性 (即時確定の必要性)が必要であり「 ニ

れは少なくとも権利・法的地位に不安を生 じることで足りるとしても,本件で

はそもそも原告らに本件住民投票についての権利 a揚的地位が生じているとは
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いえない。

この点については,前訴―審半U決及び控訴審判決においても検討されていた

ところである。

3但)すなわち,前訴一審判決では,そ の判決書 17ページ 3行 日から,「原告ら

は,本件実施条例案と同旨の本件実施規則等の制定が,本件住民役票の実施

と一体となって処分に当たると解する余地があるとも主張するが,(Ⅱ各)こ れ

らの規員」等の制定がされたとしても,それは本件住民投票の実施に先立つ規

範定立行為であるにとどまっていて,一般的〕拍象的な族的効果を有するに

すぎず,い まだ個々の石垣市民に本件住民投票における投票権を直接発生さ

せるものではない」と判断し,現実に本件住民投票についての権看ll a法的地

位が生じていないことを確認 した。

121 また前訴控訴籍判決では,判決害 8ページ 5行 日から「本件住民投票の実

施等を請求する権利を有 していることが認められるためには,同権利を倉ll設

した法令上の規定が存することが必要となる」と述べたうえで,本件住民基

本条例の解釈としても,同 9ページ 4行 目から「本件基本自治条例における

住民投票は,その案件ごとに定められる条例により実施されるものというこ

とになる」,同 9ページ 22行 日から「条例 28条は, 27条の規定を受け

て,同条にいう住民投票についての請求及び発議に関する事項を定めたもの

と解される以上, 27条 と整合的に解釈するのが当然であり, 28条 2項及

ぴ 3項が条例による住民投票を示 していることも併せて考えると,同粂 1項

の請求による住民投票の場合も,条例が需1定 されることを当然の前提にして

いると解するのが整合的である。同条 4項の形式的な文書を根拠に,岡項が

市長に対 して条例の制定を前提 としない形式による住民投票の実施を義務

付けてお り,住民に結し同義務に相応する住民投票の実施請求権を付与する

と解することはできない。」として,住民投票の実施には個別の条例制定が

必要であり,市長に紺する規則の常J定による住民投票を義務付けたものでは
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ないことを看密認 している。このことは,同 13ページ 7行 目からでも,自 治

基本条例制定過程における「有識者からなる審議会においては,本件自治基

本条例で定めることになる住民投票については,地自法及び市議会が制定す

る個別の案件ごとの住民投票実施条例に定められた手続を経て実施される

ことになるとの理解に立った」ものと解釈 して,同 15ページ 1行 日から「2

8条 1項及び 4項については,市長,市議会及び市議会鶴員において,同条

1項に規定された請求に係る住民投票実施条例の制定の可否の審議に当た

り,当該請求が有権者の総数の 4分の 1メ上という相当多数の住民の意思に

基づ くものであることを十三分に踏まえた鏃論や判断を行 うことが期待さ

れてお り,市長らがそのように政治的芦務を負 うとい う意味を持つに留まる

のであって,それメとに更に進んで,市長に対し住民投票を実施すべき義務

を課す規定であると解することはでき汁ょ`い」として,市長に対する法的な義

務としての住民投票実施を義務付けないことを確認 した。

結論として,同 15ページ 16行 日から「したが )́て ,条例 28条 1項及

び 4項は,石垣市の住民に対 し,市長に住民投票の実施 (同実施のために必

要な手続き行為等を含む。)を請求することができる権利を創設した規定であ

ると認めることはできない。そのほか,住民に上記請求権を創設したものと

認められる法令規定はない。」としているロ

従って, 自治基本条例その他によっても,原告らに本件住民投声_について

の推利・族的地位はないのであるから,本件確認の訴えは訴盆要件を欠くも

のとして却下されるべきである。

以 上
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